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実施状況報告数 割合
107 75.4%
32 24.6%
1 0.0%
0 0.0%
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（参考記入例）

基本目標Ⅰ　男女が互いの人権を尊重するための意識の改革

主要課題　１ 男女共同参画の視点に立った社会制度、慣行の見直しと意識の醸成

（１）男女共同参画の視点に立った社会制度、慣行の見直し
  ①推進体制の整備

1
市民
協働
課

a

 ②意識啓発事業の推進

2
市民
協働
課

b

　達　成　度
H２７年度 H２６年度

割合 実施状況報告数

a：計画通りに達成できた 76.4% 107
b：ほぼ計画通りに達成できた 22.9% 35
c：計画通りに進まなかった 0.7% 0
ｄ：計画には及ばなかった（実施していない） 0.0% 0
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事業
No.

事業名及び内容 担当課 実施状況
達成
度

平成28年度事業予定

●下妻市男女共同参画推進条例等の適
切な運用

男女があらゆる分野に対等に参画でき
る男女共同参画社会の実現のため、男
女共同参画推進条例に基づき、施策の
展開を図るとともに、条例等の適切な運
用を図ります。

≪記入例≫
第２次男女共同参画推進プラン
策定にともない、下妻市男女共
同参画推進条例を制定し、平成
24年4月1日から施行。条例等に
基づき施策に取り組み、適切な
運用に努めました。

男女共同参画推進条例に基づき、男女
があらゆる分野に対等に参画できる男
女共同参画社会の実現のため、施策
の展開を図るとともに、条例等の適切
な運用を図ります。

●男女共同参画推進事業への参加促進

男女共同参画社会推進に関する国・県
等の専門研究機関における研修や講演
会への市民参加を促し、男女共同参画
意識の醸成を図ります。

≪記入例≫
レイクエコー茨城県女性プラザが
開催する各種セミナーや講座へ
の参加を呼びかけ、意識の啓発
を図りました。
・市町村連携講座県西地区講演
会
参加人数　13名
参加団体　まちづくり女性スタッフ
・広報おしらせへの掲載（14回）

引き続き意識の啓発を図る。
広報紙等により広く参加を呼びかけ、
男女共同参画の意識の高揚を図りま
す。
目標参加人数　50名

目標（施策の方向）に対する達成度

次の中から該当するものを選択してください

a：計画通りに達成できた(80％以上)
b：ほぼ計画通りに達成できた（50～79％）
（事業実施のための施策は整っているが、利用実績がない等

の場合は、ｂを選択してください）

c：計画通りに進まなかった（1～49％）
d：計画には及ばなかった（実施していない）

具体的な施策及び目標値

「第２次下妻市男女共同参画推進プラン」は、男女共同参画推進条例に基づき、一人ひとりがその個性や能力を発揮できる

まちづくりを目指し、住民、企業、学校、行政が一体となって、男女共同参画社会を実現するための施策の基本的方向性を

示しています。

施策の着実な推進を図るために、事業実施状況を調査し達成度の評価を行うことによって、取組み状況や効果を確認し、

男女共同参画の実現にむけて施策を推進していきます。

○「第２次下妻市男女共同参画推進プラン」の計画期間は、平成24年度から平成28年度の５年間となっており、今回は
平成27年度末の各事業内容について、下記判定区分に基づき、各部署において【達成度】の観点から評価を実施して
います。
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[基本目標Ⅰ]

基本目標Ⅰ　男女が互いの人権を尊重するための意識の改革

主要課題　１ 男女共同参画の視点に立った社会制度、慣行の見直しと意識の醸成

（１）男女共同参画の視点に立った社会制度、慣行の見直し
  ①推進体制の整備

1

●下妻市男女共同参画推進条例等
の適切な運用

男女があらゆる分野に対等に参画
できる男女共同参画社会の実現の
ため、男女共同参画推進条例に基
づき、施策の展開を図るとともに、条
例等の適切な運用を図ります。

市民協働課

男女共同参画社会の実現に向け、
従来実施している事業の他、フォト
コンテストなど新たな事業を取入れ
て、男女共同参画事業の推進を行
いました。
また、チラシの配布や広報紙等によ
り意識の啓発を図る等、条例等の
適切な運用に努めました。

a

引き続き、広報紙等を利用し積
極的な啓発を行うとともに、セミ
ナー等を開催し、条例等の適切
な運用を図ります。

 ②意識啓発事業の推進

2

●男女共同参画推進事業への参加
促進

男女共同参画社会推進に関する国・
県等の専門研究機関における研修
や講演会への市民参加を促し、男女
共同参画意識の醸成を図ります。

市民協働課

県や市町村が開催する講演会やセ
ミナーなどを広報に掲載し、あわせ
て、ポスターやチラシを公共施設等
へ掲示し、広く参加の呼びかけをし
ました。
参加人数は、当初計画していた人
数にはとどきませんでした。

目標人数　40名　　参加人数　19名

お知らせ版への掲載　12回

a

引き続き、セミナー等への参加
を呼びかけ、意識の啓発を図り
ます。

参加目標人数　40名

3

●男女共同参画推進事業講演会の
開催

男女共同参画社会の実現に向け、
市民の意識の高揚と啓発を図るた
め、毎年1回講演会を開催します。

市民協働課

講演会を開催してもあまり集客が見
込めず、市民の意識の高揚と啓発
を図ることが困難と考え、講演会に
替えて専門的で実践的な講座を開
催する計画をたてたが、１回の開催
で終わってしまいました。

講座参加者　28名

c

男女共同参画社会の実現に向
け、市民の意識の高揚と啓発を
図るため、参加しやすい親しみ
のある講座を数回開催する予
定です。

開催回数　3回
参加目標人数　75名

（２）意識啓発のための情報提供・法制度等の理解促進
①情報提供と法制度等の理解促進

4

●男女共同参画に関する情報の提
供

市民への男女共同参画についての
意識の高揚と啓発を図るため、男女
共同参画に関する情報の広報紙へ
の掲載、及び各種パンフレット・ポス
ターの掲示を行います。

市民協働課

国県及び関係団体の男女共同参画
に関する情報について、広報紙へ
掲載、あわせて公共施設等へチラ
シ、ポスターの掲示を行いました。
また、会議等の際にパンフレットを
配布し、意識の高揚と啓発に努め
ました。

お知らせ版への掲載回数　12回

a

市民への男女共同参画につい
ての意識の高揚と啓発を図る
ため、男女共同参画に関する
情報の広報紙への掲載、及び
各種パンフレット・ポスターの掲
示を行います。

事業
No.

事業名及び内容 達成度実施状況担当課 平成28年度事業予定
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[基本目標Ⅰ]

5

●男女雇用機会均等法にかかる諸
施策の普及

国及び関係機関から、男女雇用機
会均等法にかかる制度・施策におけ
る広報依頼があった際は、お知らせ
版へ掲載します。

商工観光課

労働法令等の改正などについての
情報をお知らせ版に年１回掲載し、
広報活動を行いました。
また、労働施策に関連するポスター
の掲示を行い、啓発を行いました。

a

労働法令等の改正などについ
ての情報を広報紙掲載、ポス
ター掲示を行い啓発を図りま
す。

6

●情報通信技術（IT）講習会の実施

ワードやエクセル等、またメールやイ
ンターネットなどを学習する講習会
等を実施し、情報が遮断されがちな
高齢者や家庭の主婦等の社会参加
を支援します。

公民館

エクセルやワード基礎など前期１５
講座、エクセル、インターネット、年
賀状作成など後期11講座を実施し
ました。

参加人数　381名

a

ワード、エクセル、インターネット
等の基礎から実務まで学習す
る講習会（前期15講座、後期11
講座）合計26講座を実施し、高
齢者や主婦等の社会参加を支
援します。

目標参加人数　500名

7

●分かりやすい広報紙等の作成

広報紙やお知らせ版等の作成にあ
たり、市民の生活に必要な情報の見
やすい掲載方法を検討します。
また、市民より寄せられた意見に対
する市からの回答を掲載するよう努
めます。

全庁

【保健センター】
市民からの要望に応え保健セン
ター予定表を作成し、全戸配布しま
した。
より見やすい予定表とするため、両
面を使用して、記事の見直しやレイ
アウト変更を実施しました。

a

広報紙やお知らせ版等の作成
にあたり、市民の生活に必要な
情報の見やすい掲載方法を検
討します。また、市民より寄せら
れた意見に対する市からの回
答を掲載するようにします。

全庁

【秘書課】
庁内広報連絡委員会で情報収集や
意見交換を行い、市民の生活に必
要な情報の掲載と見やすい広報紙
づくりに努めました。
（発行回数：広報紙12回発行・お知
らせ版24回発行、広報連絡委員会
12回開催）
また、動画でわかりやすく市をPRす
るため、市PRビデオ短編版「道の駅
しもつまリニューアルオープン」を制
作し、市ホームページやYoutubeへ
掲載し、市の観光などをアピールし
ました。
H27新規事業として9月1日から市公
式フェイスブック「いやどうも下妻」を
立ち上げ、市民や下妻に愛着のあ
る方を市民投稿者に認定し、市職
員と一緒に市民協働で運営しまし
た。
（いいね数：414件、投稿数：230件、
市民投稿者：16名、市職員投稿者：
23名）

a

市民の生活に必要な情報等の
見やすい掲載方法を常に検証・
研究するとともに、市民から寄
せられた情報等を積極的に紹
介し、親しみの持てる広報紙づ
くりに努めます。
また、動画でのPRやツイッター
などのSNSを活用し、分かりや
すくタイムリーに情報提供がで
きる体制づくりを進めます。
平成28年6月から、四半期ごと
の「イベント情報」を市ホーム
ページ、ツイッター、フェイスブッ
ク、お知らせ版で提供していき
ます。
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[基本目標Ⅰ]

全庁

【図書館】
図書館のイベントをお知らせ版に掲
載するときや、図書館独自で発行し
ている「図書館へ行こう！～知識の
泉～」の広報紙を発行するときな
ど、専門用語を使用せず、分かりや
すい文言で作成しました。

a

図書館のイベントをお知らせ版
に掲載するときや、図書館独自
で発行している「図書館へ行こ
う！～知識の泉～」の広報紙を
発行するときなど、専門用語を
使用せず、分かりやすい文言で
作成します。

全庁

【市民協働課】
専門用語を使用しないよう心掛け、
必要な情報がわかりやすく伝わるよ
うに努めました。

a
引き続き、見やすく、伝わりやす
い記事の掲載に努めます。

8

●ワーク・ライフ・バランスに関する
情報の提供

ワーク・ライフ・バランスに関する情
報を広報等により提供し、啓発・普
及に努めます。

市民協働課

仕事と家庭の調和の大切さについ
て、広報紙等に掲載しました。ま
た、会議等を利用して、パンフレット
を配布し、啓発・普及に努めました。

お知らせ版への掲載回数　2回

b

引き続き、ワーク・ライフ・バラン
スの実現に向け、広報紙等によ
り啓発・普及に努めるとともに、
講座等を開催し、理解を求めて
いきます。
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[基本目標Ⅰ]

基本目標Ⅰ　男女が互いの人権を尊重するための意識の改革

主要課題　２ 男女共同参画を推進するための教育の充実

（１）男女共同参画を推進する教育・学習
 ①男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進

9

●人権教育研修会の開催

高齢者学級の一環として、1回2～3
時間程度、ビデオ鑑賞・講話等によ
り、人権に関する研修会を開催しま
す。

公民館

公民館、市民センター、働く婦人の
家において、公民館教室（8教室）の
高齢者を対象に人権に関する研修
会（講話、ビデオ鑑賞）を実施しまし
た。
　
参加人数　113名

a

公民館、市民センター、働く婦
人の家において、公民館教室
（8教室）の高齢者を対象に人権
に関する研修会（講話、ビデオ
鑑賞）を実施します。

10

●人権教育講演会の開催

人権尊重の資質向上を目的として、
教育委員、社会教育委員、公立幼稚
園及び小中学校の教職員、保護者
並びに福祉団体、市職員等を対象
に人権教育講演会を開催します。

生涯学習課

公立幼稚園及び小中学校の教職
員、保護者、市職員等を対象に、人
権教育講演会を開催しました。

参加人数　525名

a
人権意識の高揚のため、人権
課題の理解を深めるための学
習機会の充実を促進します。

11

●男性の料理教室の開催

男性の自立を目指し、男性を対象と
した料理教室を開催します。

公民館

下妻公民館において、男の料理教
室（10回）定員20名を募集して実施
しました。

参加人数　124名

a H28年度は、実施予定なし

12

●総合型地域スポーツクラブの創設
及び育成

性別や年齢、障害の有無などに関
係なく、住民が自由にスポーツを楽
しむことのできる総合型地域スポー
ツクラブの新規の創設を目指すとと
もに、既設クラブが住民の主体的な
運営により、多くの人々が生涯を通
してスポーツに親しめる環境づくりを
推進します。
さらに、クラブの活動を通し、子ども
の体力向上や高齢者の健康づくりを
推進するとともに、地域住民の交流
促進や青少年の健全育成に努め、
活力ある地域社会づくりに寄与する
ことも目指します。

生涯学習課

新たなクラブの創設はありませんで
したが、サンドレイククラブの活動支
援等を行い、クラブ育成に努めまし
た。

参加延人数　1,831名

b

サンドレイククラブの活動支援
と育成に努めるとともに、新た
なクラブ創設の支援を行い、市
民の生涯スポーツを推進する
予定です。

13

●学校施設開放事業の実施

市内小中学校の体育館及び校庭を
学校教育に支障のない範囲で開放
し、社会体育活動の場を提供し、生
涯スポーツの普及促進を図ります。

生涯学習課

市内13施設の学校施設(グラウンド
及び体育館)を開放し、安全にス
ポーツ等を行える場所として、社会
体育活動の場を提供しました。

a

利用者の安全確保を最優先に
考慮し、維持管理に努め、安全
にスポーツ等を行える場所とし
て、学校施設(グラウンド及び体
育館)を開放する予定です。

実施状況 平成28年度事業予定事業名 担当課
事業
No.

達成度
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[基本目標Ⅰ]

（１）男女共同参画を推進する教育・学習
 ②男女共同参画の視点に立った学校教育の推進

14

●人権教室の開催

毎年、人権週間(12月4日～12月10
日)に合わせ、小学生に「いじめのな
い楽しい学校生活を送るためにはど
うすればよいか」について一緒に考
えることにより、友達を差別して悲し
ませてはいけないという人権思想の
基本的な考え方を理解してもらうこと
を目的として、市内小学校で人権教
室を開催します。

福祉課

人権擁護委員が11～12月頃に、市
内の小学4年生を対象に人権教室
を開催しました。

実施　市内9小学校
対象人数　372名

a

毎年、人権週間(12月4日～12
月10日)に合わせ、小学生に「い
じめのない楽しい学校生活を送
るためにはどうすればよいか」
について一緒に考えることによ
り、男女を問わず、友達を差別
して悲しませてはいけないとい
う人権思想の基本的な考え方
を理解してもらうことを目的とし
て、市内小学校で人権教室を
開催します。

15

●小学校理科教育推進事業

県の小学校理科教育推進事業に積
極的に取り組み、児童の科学への
興味関心を高めることをとおして、理
工系分野への進学や進出を促進し
ます。

○小学校の理科の授業における教
科担任制の実施と授業公開
○小学校サイエンスサポーターの配
置（市独自）
○おもしろ理科教室の開催
○理科教育に関する教職員向け研
修会への参加
○大学教員等による科学自由研究
の指導への児童・保護者の参加

指導課

○小学校の理科の授業において、
教科担任制を実施し授業公開を行
いました。

○小学校サイエンスサポーターを
配置し、理科授業の支援を行いまし
た。

○理科ボランティアを配置し、理科
授業の支援を行いました。

○児童・生徒において、大学教員等
による科学自由研究の研修会へ参
加しました。

a

県の小学校理科教育推進事業
に積極的に取り組み、児童の科
学への興味関心を高めることを
とおして、理工系分野への進学
や進出を促進します。

16

●スクールサポートセンター運営事
業

スクールサポートセンターに教育相
談員を配置し、児童生徒、保護者、
教職員に対する相談支援体制の充
実を図ります。

○適応指導教室の運営を通して、通
室児童生徒を支援します。
○学校訪問、家庭訪問等を通して、
児童生徒や保護者に教育相談を行
います。
○学校、家庭、関係諸機関と連携を
図りながら、学校不適応傾向の見ら
れる児童生徒の支援を行います。
○電話による教育相談を行います。
○東日本大震災で避難してきた児
童生徒や保護者の支援を行います。
○発達障害をもった児童生徒と保護
者の支援を行います。

指導課

○適応指導教室の運営を通して、
通室児童生徒を支援しました。

○学校訪問、家庭訪問等を通して、
児童生徒や保護者に教育相談を行
いました。

○学校、家庭、関係諸機関と連携を
図りながら、学校不適応傾向の見ら
れる児童生徒の支援を行いました。

○電話による教育相談を行いまし
た。

○発達障害の傾向にある児童生徒
と保護者の支援を行いました。

a

スクールサポートセンターに教
育相談員を配置し、児童生徒、
保護者、教職員に対する相談
支援体制の充実を図ります。

実施状況担当課
事業
No.

事業名 平成28年度事業予定達成度

6



[基本目標Ⅰ]

基本目標Ⅰ　男女が互いの人権を尊重するための意識の改革

主要課題　３ 男女間におけるあらゆる暴力の根絶

（１）男女間におけるあらゆる暴力の根絶に向けた取組強化
 ①男女間の暴力根絶に向けた環境づくり

17

●ドメスティック・バイオレンス防止に
関する啓発活動の実施

ドメスティック・バイオレンス防止に向
けた広報・啓発活動を行います。

市民協働課

関係機関と連携を図りながら、相談
所の案内を広報紙等に掲載し、防
止に向けた啓発活動をおこないまし
た。
また、公共施設内の女性が出入り
するような場所に相談先を記載した
カードを常時設置しました。

お知らせ版への掲載　2回

a
引き続き、関係機関と連携を密
にして、防止に向けた啓発活動
を積極的に行っていきます。

18

●性に対する正しい知識の普及

市内各小中学校で身体の発育や性
機能の発達について説明し、命の大
切さや他人を思いやる心、性と生殖
に関する知識や理解を深めることを
目的に行います。

保健
センター

小学校（3校）4回109名、中学校（2
校）191名・中学生保護者45名に対
して、第二次性徴や思春期の心と
体の変化について講話を行い、生
命の尊重と性に関する正しい知識
の普及を行いました。

a

引き続き、依頼のあった学校等
に出向き、生命の尊重と性に対
する正しい知識の普及を図りま
す。

 ②被害者の保護・自立支援

19

●母子等保護の実施

やむを得ない事由により住居等での
居住等が困難で、緊急性が高い母
子等を一時的に保護するとともに、
当該やむを得ない事由の解消等を
図ることについて、必要な相談や援
助を行うことにより、母子の福祉の
向上を図ります。

子育て
支援課

相談延件数　　　母子          12件
　　　　　　　　　　女性のDV   　5件

b

引き続き、必要な相談や援助を
行い母子の福祉の向上に努め
ます。住居等での居住等が困
難で、緊急性が高い母子等を
一時的に保護するとともに、当
該やむを得ない事由の解消等
を図るよう努めます。

20

●行政相談の実施

総務大臣から委嘱された行政相談
委員として、下妻市では2名が活躍
し、国の行政全般についての苦情や
意見・要望等を受け付け、公正・中
立の立場から関係行政機関などに
必要なあっせんを行い、その解決や
実現の促進を図るとともに、国民の
声を行政の制度および運営の改善
に生かす事業を行います。

秘書課

毎月2回の相談所開設を原則とし
て、年間23回の行政サービスに関
する意見・要望等の相談を行いまし
た。
11月26日(木)には、下妻市及び近
隣市町の住民を対象とした「くらし
の一日総合相談所」が下妻公民館
を会場に開催され、行政相談員の
ほか弁護士・税理士等も加わり、さ
まざまな相談に対応しました。
10月25日には、「しもつま砂沼フェ
スティバル」の会場にて、茨城行政
評価事務所の協力を得て、チラシと
啓発用品を配りながら行政相談制
度のPR活動を行いました。

a

毎月2回の相談所開設を原則と
して、行政サービスに関する苦
情や意見・要望等の相談を行い
ます。
また、市内イベント等に参加し、
会場で行政相談制度のPR活動
を行います。

事業
No.

事業名 担当課 実施状況 達成度 平成28年度事業予定
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[基本目標Ⅰ]

21

●人権相談（困りごと）事業の実施

法務大臣から委嘱された人権擁護
委員8名（任期3年）が、特設相談日
（人権擁護委員の日：6月、及び人権
週間期間中：12月）と定期相談日
に、相談を受け付けます。

福祉課

人権擁護委員により、人権相談を
毎月実施しました。

開催回数　12回
相談件数　　6件

a

法務大臣から委嘱された人権
擁護委員8名（任期3年）が、特
設相談日（人権擁護委員の日：
6月、及び人権週間期間中：12
月）と定期相談日に、相談を受
け付けます。

22

●心配ごと相談事業の実施

心配ごと相談員8名、弁護士2名が、
広く住民の日常生活上のあらゆる相
談に応じ、適切な助言・援助を行い、
その福祉の向上を図ることを目的と
し、相談事業を実施します。

第2、第4火曜日が法律相談（要予
約）
第3火曜日が一般相談（先着順）

社会福祉
協議会

心配ごと相談員8名、弁護士3名
第2、第3、第4火曜日に法律相談を
実施（要予約）

法律相談　32回実施
相談件数　87件

【相談内容】
・相続問題
・離婚問題
・借金問題

a

市民の不安を取り除き、住みや
すいまちづくりに向けて実施。

【相談体制】
心配ごと相談員8名、弁護士3
名
相談日は、相談員2名、弁護士
1名体制で実施

【相談日】
毎月、第2・3・4火曜日
午後1時30分から午後3時30分

23

●児童虐待防止事業の実施

児童虐待防止推進月間（11月）に各
児童福祉施設及び学校等に虐待防
止のチラシを配布し、児童虐待にお
ける相談・通報場所の周知徹底を図
るとともに、児童虐待防止キャン
ペーンを行い児童虐待防止の啓発
普及を図ります。

子育て
支援課

児童虐待防止推進月間（11月）に、
国からのポスターやパンフレットを
市内小・中学校、幼稚園、保育園に
配布しました。
また、児童虐待防止キャンペーンと
して市役所内にＰＲブースの設置、
市内スーパー店頭3ケ所において
啓発グッズの配布を行いました。

a

児童虐待防止推進月間（11月）
に各児童福祉施設及び学校等
に虐待防止のポスターやチラシ
を配布し、児童虐待における相
談・通報場所の周知徹底を図る
とともに、児童虐待防止キャン
ペーンを行い児童虐待防止の
啓発普及を図ります。

24

●子ども対象の防犯教育の実施

市内各小中学校で、安全教育の一
環として、学校行事や特別活動の時
間に「不審者対応防犯教室・避難訓
練」を実施します。

指導課

○市内各小中学校ごとに「不審者
対応防犯教室・避難訓練」を実施し
ました。

○小学校１年生に「下妻市キッズ
セーフティマップ」を配布し、安全教
育に活用しました。

a

市内各小中学校で、安全教育
の一環として、学校行事や特別
活動の時間に「不審者対応防
犯教室・避難訓練」を実施しま
す。

 ③セクシャル・ハラスメント防止対策

25

●セクシャル・ハラスメント防止に関
する啓発活動の実施

セクシャル･ハラスメント防止に向け
た広報・啓発活動を行います。

市民協働課

セクシャル・ハラスメント防止に向け
た情報を広報紙に掲載しました。ま
や、パンフレット、ポスター掲示な
ど、啓発・普及に努めました。

お知らせ版への掲載回数　2回

b
引き続き、セクシャル･ハラスメ
ント防止に向けた広報・啓発活
動を積極的に実施します。
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[基本目標Ⅱ]

基本目標Ⅱ　男女があらゆる分野に参画できる体制の整備

主要課題　１ 政策・方針決定過程への女性の参画の促進

（１）行政分野、雇用分野における女性の参画の拡大
①政策・方針決定の場への女性の参画促進

1

●審議会等への女性の参加促進

各種審議会・委員会への女性の参
加促進を図り、市政や方針決定過程
へ男女共同参画の視点の導入を促
進します。

全庁

【市民協働課】
各課から依頼を受けて、まちづくり
女性スタッフから2名、女性団体連
絡会から3名を推薦しました。
毎年全庁調査を実施している女性
委員の参画状況調査の結果、27年
度の各種審議会等への女性委員
の登用率は、32.7%でした。（前年度
比2.7%増）

a

第2次男女共同参画推進プラン
では、最終年の平成28年度ま
でに、女性委員の登用率を30%
と目標設定していることから、全
庁に更なる周知を図りながら、
市政への女性参加促進を図り
ます。

全庁

【図書館】
図書館協議会は、構成人員が10名
の所、女性が4名おり、女性の感性
と視点を図書館運営に取り入れまし
た。

a

図書館協議会は、構成人員が
10名の所、女性が3名になりま
したが、女性の感性と視点を図
書館運営に取り入れます。

全庁

【子育て支援課】
女性委員に委嘱しています。

○要保護児童対策地域協議会代
表者会議
　 女性委員21名中10名(47.62%）
○子ども・子育て会議
　 女性委員18名中9名(50.00%)

a

各種審議会・委員会への女性
の参加促進を図り、市政や方針
決定過程へ男女共同参画の視
点の導入を促進します。

全庁

【保健センター】
下妻市保健センター運営協議会
15名中5名（33.33%）
下妻市母子保健推進員協議会
79名中79名（100%）
下妻市食生活改善推進協議会
78名中78名（100%）

b

各種審議会・委員会への女性
の参加促進を図り、市政や方針
決定過程へ男女共同参画の視
点の導入を促進します。

2

●男女共同参画推進事業への参加
促進（再掲）

男女共同参画社会推進に関する国・
県等の専門研究機関における研修
や講演会への市民参加を促し、男女
共同参画意識の醸成を図ります。

市民協働課基本目標Ⅰ　事業№２　に掲載 a 基本目標Ⅰ　事業№２　に掲載

事業
No.

達成度 平成28年度事業予定事業名及び内容 担当課 実施状況
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[基本目標Ⅱ]

3

●農山漁村男女共同参画事業推進
の支援

家族経営協定の締結に向けた支援
や、農畜産物の加工・販売を行うグ
ループの育成・支援をし、農業分野
における男女共同参画推進体制を
整備します。

農政課

農業の6次産業化を進める「下妻食
と農を考える女性の会」に対し、イ
ベント出展の際に支援等を行いまし
た。

a
引き続き、家族経営協定の締
結推進や販売支援等を積極的
に進めます。

②女性の人材育成等

4

●女性団体との連携促進

市内の女性団体との連携を図り、男
女共同参画社会の実現を目指しま
す。

市民協働課

男女共同参画社会の実現を目指し
て、県内で行われる講演会等へ参
加、市議会傍聴など勉強会を行い
ました。

b

男女共同参画社会の実現に向
けて、引き続き、女性団体間の
連携を図り議会傍聴など市政
について勉強を行います。

5

●下妻市まちづくり女性スタッフ制度
の充実及び活動の促進

女性の感性と視点を市政に取り入れ
るとともに、女性の積極的な行政参
画を図ることを目的に、市政への提
言や、市政についての調査研究、勉
強会、市内施設見学会等を開催しま
す。

市民協働課

下妻市まちづくり女性スタッフ10期
生14名が、女性の積極的な行政参
画を図ることを目的に毎月1回勉強
会や施設見学を約2年間行いまし
た。
その学びの中で考えたことを提言
書にまとめ市長に提出しました。

a

女性スタッフ制度は、20年間の
活動期間があり、市民参加型
の先駆的な役割を担ってきまし
たが、活動内容が類似してきて
いることから、新たな市民スタッ
フ制度を立ち上げ運営していく
予定です。

③女性職員の職域拡大

6

●期日前投票立会人及び投票立会
人への女性登用

期日前投票立会人及び投票立会人
に、女性及び若者の登用の推進を
図ります。

総務課

期日前投票立会人及び投票立会人
への女性及び若者を登用しました。

【下妻市議会議員一般選挙】
（無投票）
期日前投票立会人
延24名のうち女性7名
投票立会人
62名のうち女性10名

b
期日前投票立会人及び投票立
会人への女性及び若者の登用
の推進に努めます。

7

●市職員の職域の拡大

管理職への女性の登用を行うなど、
職域の拡大に努めます。

総務課

○任免、昇格、降格等審査会にお
いて、女性職員の係長級以上の役
職への登用について検討しました。

○女性職員の意識啓発や職務能
力の向上を図るため、自治研修所
や市町村アカデミー等で実施される
各種派遣研修について情報を提供
し、参加希望を募りました。

b

女性職員の人材育成を図り、課
長級（管理職）、課長補佐級、
係長級の各役職段階の職員と
して積極的に登用し、職域の拡
大に努めます。

10



[基本目標Ⅱ]

下妻市の審議会・委員会・任意の委員会における
女性委員の参画状況
(H２８．４．１現在)

委員数 女性委員数 割合
全  　体 1527 500 32.7 30
審 議 会 381 96 25.2 20.6
委 員 会 42 3 7.1 7.1
任意の委員会 1104 401 36.3 34.1

今回調査（H28) 前回調査
(H27)

32.74394237

25.19685039

7.142857143

36.32246377

30

20.6

34.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

全 体 審 議会 委 員会 任意の委員会

％ 棒グラフ：今回調査(H28)折線グラフ：前回調査(H27)
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[基本目標Ⅱ]

基本目標Ⅱ　男女があらゆる分野に参画できる体制の整備

主要課題　２ 男性、子どもにとっての男女共同参画

（１）男性、子どもにとっての男女共同参画
①男性、子どもにとっての男女共同参画

8

●男性の料理教室の開催（再掲）

男性の自立を目指し、男性を対象と
した料理教室を開催します。

公民館 基本目標Ⅰ　事業№11に掲載 a 基本目標Ⅰ　事業№11に掲載

9

●小学校理科教育推進事業(再掲)

県の小学校理科教育推進事業に積
極的に取り組み、児童の科学への
興味関心を高めることをとおして、理
工系分野への進学や進出を促進し
ます。

○小学校の理科の授業における教
科担任制の実施と授業公開
○小学校サイエンスサポーターの配
置（市独自）
○おもしろ理科教室の開催
○理科教育に関する教職員向け研
修会への参加
○大学教員等による科学自由研究
の指導への児童･保護者の参加

指導課 基本目標Ⅰ　事業№15に掲載 a 基本目標Ⅰ　事業№15に掲載

実施状況
達成
度

平成28年度事業予定
事業
No.

事業名及び内容 担当課

内閣府男女共同参画局パンフレット

「ひとりひとりが幸せな社会のために」(平成28年度版)より

12



[基本目標Ⅱ]

基本目標Ⅱ　男女があらゆる分野に参画できる体制の整備

主要課題　３ 地域社会における男女共同参画の推進

（１）地域おこし、まちづくりの分野での女性の参画の推進
①地域活動における男女共同参画

10

●農山漁村男女共同参画事業推進
の支援（再掲）

家族経営協定の締結に向けた支援
や、農畜産物の加工・販売を行うグ
ループの育成・支援をし、農業分野
における男女共同参画推進体制を
整備します。

農政課 基本目標Ⅱ　事業№３　に掲載 a 基本目標Ⅱ　事業№３　に掲載

11

●農業後継者育成支援事業の実施

農業経営についての研修、講習会を
実施し、地域農業の担い手となる後
継者を育成します。

農政課

国の経営開始型青年就農給付金を
活用し、新規就農者の掘り起こしを
行いました。
地域農業のリーダー育成を目的に
組織された興農研究会において、
視察研修を実施し農業に対する意
欲向上に努めました。

a
引き続き、農業後継者育成支
援を進めます。

12

●市政モニター制度の実施

市政について、市民と行政の相互理
解を図り、市民参加をより円滑に推
進することを目的とする広聴制度を
実施します。

秘書課

○女性モニター11名が活動しまし
た。 （モニター総数16名）
○モニター会議を開催しました。
（2回)
○通信カードによるモニターからの
意見・要望等16件があったものに回
答し、市政に反映させました。
（対応済み9件、検討課題5件、他団
体への働きかけ1件、対応できない
もの1件）

a
平成28年度から市政モニター
制度は廃止します。

13

●ボランティアの育成

障害者や高齢者の理解を深め、優し
さや思いやりの心、また、助け合い
の精神を養うことを目的に、ボラン
ティア活動や地域の市民活動のきっ
かけづくりとなるよう入門編・体験
編・活動編に分け、しもつまふくし塾
として誰もが参加できる講習会を開
催します。

社会福祉
協議会

○一般市民対象としたボランティア
育成
　　・しもつまふくし塾　3回
○登録ボランティア
　　・交流会1回　  24名参加
　　・講演会1回　　248名参加
○災害支援ボランティア活動
　　・市内活動　6日間　延38名参加
　　・常総市へボランティアバス5回
　　　延88名参加

a

障害者や高齢者の理解を深め
るたうえで　特に、健康づくり、
介護予防を目的とした活動ので
きるボランティアの育成をしま
す。

14

●ボランティアサークルへの活動支
援の充実

ボランティアサークルへの活動助成
金の交付や、各サークルへの活動
場所（福祉施設）との連絡調整や研
修会などの情報提供により、各種ボ
ランティア活動を支援します。

社会福祉
協議会

○ボランティアサークル活動助成金
　20サークル中18サークルの申請
　525,000円の交付
○下妻ボランティア連絡協議会
　助成金50,000円交付
○ボランティア保険補助
　450名分　90,000円
○小中学校へ助成金
　12校　439,000円交付

a

○ボランティアサークル活動助
成金
　 20サークル分・・・560,000円
○下妻ボランティア連絡協議会
　 補助金100,000円
○ボランティア活動保険補助
　 200円×450名分
○小中学校へ福祉教育助成金
　 12校分・・・444,000円

達成度 平成28年度事業予定
事業
No.

事業名及び内容 担当課 実施状況

13



[基本目標Ⅱ]

15

●ボランティア育成のための学習会
の開催

ボランティア活動や福祉に関心を高
め、これから活動をしたい人材を発
掘、育成をすることを目的に、一般
対象のボランティア入門講座を開催
します。
また、福祉教育への意識を高めるた
め、学校の教職員を対象にした「先
生のための福祉体験講座」を開催し
ます。

社会福祉
協議会

○しもつまふくし塾の開催
　・第1回　27名参加
　　親子防災体験学習
　　そなエリア見学
　・第2回　29名参加
　　国際福祉機器展
　・第3回　42名参加
　　防災体験ツアー
    そなエリア見学

○福祉教育支援
　12校・・・47体験
  延べ2,477名の児童　生徒が体験

a

○ボランティア活動や福祉に関
心高めるため今回は、スクエア
ステップリーダー研修会を開催
しボランティア活動につなげま
す。

○福祉教育支援について学校
訪問を行い、担当の教職員や
教頭、教務主任との話し合いを
進め、小学校9校、中学校3校の
福祉体験のサポートを行いま
す。

②防災・防犯・交通安全分野での男女共同参画

16

●男女共同参画の視点に立った防
災計画の策定

災害時の避難生活に備えて、地域
防災計画改定の際、男女共同参画
の視点を盛り込みます。

消防交通課

下妻市防災会議に、下妻市男女共
同参画推進副委員長をはじめ6名
の女性に委員を委嘱し、意見をいた
だきました。

a
今後も、女性委員等に参加して
いただき、広く意見を聞いてい
きます。

17

●防犯活動（防犯ボランティア活動）
の推進

市民が、安全で安心な地域づくりに
寄与することを目的として、自己の
健康増進のために行うウォーキング
やジョギングとあわせてパトロールを
行います。

消防交通課

加入者に対して講習会等を通じ、防
犯意識の高揚を図りました。
平成28年3月末現在で691名の登
録。

b

パンフレットやホームページ等
を利用し、制度の周知を行い、
新規加入者数を確保していきま
す。
また、引き続き、市民が、安全
で安心な地域づくりに寄与する
ことを目的として、自己の健康
増進のために行うウォーキング
やジョギングとあわせてパト
ロールを行います。

18

●消防団への女性の加入推進

女性に、下妻市消防団に加入してい
ただき、本部付け団員として、住民
に対する防火教育などの広報等を
実施し、女性の持つソフトな面を活
かします。

消防交通課
加入促進の広報活動に努め、8名
が加入しております。

a
今後も広報紙等を活用し、勧誘
に努めていきます。

19

●婦人防火クラブの活動の充実

火災防止のため、市主催の消防出
初式、防災訓練、火災予防広報パ
レード等への参加協力をし、予防・消
防活動の普及高揚を図ります。

消防交通課

74名のクラブ員が、市主催の消防
出初式、防災訓練等へ参加協力し
ました。
平成27年9月関東・東北豪雨の際に
は、被災箇所の清掃、避難所への
訪問、支援物資の提供等を行いま
した。

a

今後も、市主催の消防出初式、
防災訓練、火災予防広報パ
レード等へ参加協力し、防火に
関する活動を行っていきます。

14



[基本目標Ⅱ]

20

●交通安全教育の実施

各市内10分会（小学校区）で組織さ
れる、「交通安全母の会下妻支部」、
「交通安全協会下妻支部」による事
業を実施します。
 
事業内容
①保育園、幼稚園、小・中学校にお
ける交通安全教育への協力推進

②交通安全よいこの表彰、およびポ
スターコンクール等の表彰

③地域、職域における交通安全座
談会、映画会、講演会並びに講習会
の開催等

④立哨指導（交通安全協会下妻支
部）

消防交通課

①市内の小・中学校（12校）におい
て、警察署、交通関係団体の協力
を得て、交通安全教室を実施しまし
た。

②交通安全母の会下妻支部が中
心となり、交通安全ポスターコン
クールを実施し市内小学校から560
点の応募がありました。関係団体の
協力を得て、表彰、展示を行い交通
安全の意識の高揚を図りました。

③交通安全協会下妻支部におい
て、全国交通安全運動期間中に通
学路等で立哨指導を実施しました。

a

「交通安全母の会下妻支部」、
「交通安全協会下妻支部」によ
る交通安全の啓発を行います。

事業内容
①保育園、幼稚園、小・中学校
における交通安全教育への協
力推進

②交通安全よいこの表彰、交通
安全ポスターコンクールの表彰
等

③地域、職域における交通安
全座談会、講演会並びに講習
会の開催等

④立哨指導(交通安全協会下妻
支部）

21

●子どもを守る110番の家事業の実
施

誘拐やわいせつ行為等の事件、事
故から子どもを守るため、警察や小・
中学校・PTA等と連携しながら、通学
路に面した、一般家庭や商店、コン
ビニエンスストア等を緊急避難場所
として、子どもを守る110番の家事業
を展開します。

指導課

○保護者や教職員が「子どもを守る
110番の家」を訪問するなどして、緊
急避難場所としての依頼や情報交
換を行いました。
　
○平成27年度「子どもを守る110番
の家」件数は903件でした。

b

誘拐やわいせつ行為等の事
件、事故から子どもを守るた
め、警察や小・中学校・PTA等と
連携しながら、通学路に面し
た、一般家庭や商店、コンビニ
エンスストア等を緊急避難場所
として、子どもを守る110番の家
事業を展開します。

『こどもを守る110番の家』

ボランティア活動の一種であり、子供たちが街で知らない人から「声かけ」、「痴
漢」、「つきまとい」などの被害を受けたときに助けを求めて逃げ込むための場所
で、子供たちを保護し、警察や学校等への通報を行ってくれます。

シンボルマークについて
茨城県では、児童・生徒等が他の学区でもこどもを守る110番の家であることが認
識できるように、茨城県教育庁と協議して、シンボルマークを「親子カンガルー

ひばりくん防犯メール

『ひばりくん防犯メール』

茨城県民の皆さまが身近な犯罪から身を守るために必要な犯罪の発生・防犯対

策情報や子ども・女性に対する声かけ事案情報、交通事故情報、県警からのお

知らせなどを希望者のパソコンや携帯電話にメールで配信するサービスです。

登録方法

登録用メールアドレス(add@mail1.police.pref.ibaraki.jp)に空メール（件名、本
文記載のないメール）を送信して、案内に従って手続きを行っていただきます。

※バーコードリーダー機能付きの携帯電話を御利用の場合、登録用「QRコード」
を読み取れば、アドレスを直接入力する手間が省けます。

安心・安全のために！！
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[基本目標Ⅱ]

③環境分野での男女共同参画

22

●ごみ減量推進員制度の充実

地域住民に対し、日常生活から排出
されるごみの正しい知識の普及と、
地域におけるごみ減量化について啓
発を行うごみ減量推進員制度の充
実を図ります。

生活環境課
広報紙等による普及啓発を行ない
ました。

a

「可燃ごみ不燃ごみ分け方・出
し方のポイント」及び「資源ごみ
有害ごみ分け方・出し方のポイ
ント」等のチラシをごみ減量推
進員に配布し、ごみの分別等に
ついて普及啓発を行ないます。

23

●環境保全等推進事業の充実

環境の保全に関する基本方針の策
定、環境対策その他環境の保全に
関し必要な調査及び審議をするた
め、下妻市環境審議会を置き、環境
保全等推進事業の充実を図ります。

生活環境課

市が工業団地に立地する企業と公
害防止協定を締結するに際し、下
妻市環境審議会を開催し協定内容
を審議しました。

a

環境の保全に関する基本方針
の策定、環境対策その他環境
の保全に関し審議会を開催して
いきます。

24

●地球温暖化対策地域協議会の充
実

市民及び児童生徒を対象とした温暖
化対策の普及啓発活動の実施並び
に温暖化対策に係る施策を会員か
ら提言しています。

生活環境課

しもつま砂沼フェスティバルにおけ
る環境ブースの運営や、商業施設
での環境カルタ大会などにおいて、
温暖化対策や環境保全に対する普
及啓発活動を行ないました。

a
温暖化対策の普及啓発活動に
ついて、会員が率先して活動し
ます。

３R（スリーアール）とは、環境と経済が両
立した循環型社会を形成していくための
キーワードです。(経済産業省)

再生利用（リサイクル）率

H24 H25 H26

全 国 20.5%    20.6% 20.6%

茨城県 21.3%    22.0% 22.8%

下妻市 22.4%    24.9% 28.4%

県内順位 12位 10位 6位

可燃ごみ、不燃ごみ収集量(単位：ｔ)

(収集量+直接搬入)

平成25年 平成26年 平成27年

可燃ごみ 8836 8422 8508

不燃ごみ 624 594 563

8836 8422 8508

624 594 563
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[基本目標Ⅲ]

基本目標Ⅲ　男女の多様なライフスタイルを可能にする環境の整備

主要課題　１ 男女の仕事と生活の調和

（１）仕事と生活の調和の実現に向けた意識啓発
①ワーク・ライフ・バランスの推進

1

●市職員の時間外勤務縮減

職場の業務量を把握し適切な人員
配置を行うとともに、週1回のノー残
業デーの徹底を図るなど、時間外勤
務の縮減を行います。

総務課

職務調査の実施により各課の業務
量を把握し、人員を配置する際の資
料としました。

b
引き続き職務調査を実施し、人
員を配置する際の資料としま
す。

2

●ワーク・ライフ・バランスに関する
情報の提供（再掲）

ワーク・ライフ・バランスに関する情
報を広報等により啓発し、普及に努
めます。

市民協働課基本目標Ⅰ　事業№8　に掲載 b 基本目標Ⅰ　事業№8　に掲載

（２）仕事と子育ての両立支援の推進
①総合的な子育て支援の充実

3

●5か月児健診時読み聞かせの実
施

  幼児期から絵本に親しむことにより
豊かな心を育むとともに、親子のコ
ミュニケーションを図ることを目的と
し、図書館職員と母子推進員が保護
者に絵本を介した語りかけの大切
さ、読み聞かせの方法等について話
をします。実際に絵本の読み聞かせ
をした後、絵本の紹介等の個別相談
も受けます。

図書館

保健センターでの5か月児健診に併
せて、乳幼児期の読み聞かせの大
切さを話ました。

参加人数　251名

a

乳幼児期の読み聞かせの大切
さを伝える有効な事業なので、
保健センターの協力を得て5か
月児健診において引き続き実
施します。

4

●図書館子育て支援事業の実施

幼児期からの読み聞かせ等により、
知性だけではなく徳育も同時に育む
ことの大切さを伝えるとともに、事業
を通して、保護者同士が情報交換な
どをして交流する機会を提供しま
す。

図書館

ボランティアの協力及び職員によ
り、読み聞かせを実施しました。

参加人数　907名

a

引き続きボランティアの協力と
職員にて乳幼児期の読書との
出会いや楽しさを知ってもらうた
め実施します。

事業名及び内容 担当課 平成28年度事業予定
事業
No.

実施状況 達成度

用語解説） 仕事と家庭との調和（ワーク・ライフ・バランス）とは？

仕事と家庭との調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章では、仕事と生活の調和が実現した社会は、「国民一
人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などに
おいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」とし
ており、具体的には、就労による経済的自立が可能な社会、健康で豊かな生活のための時間が確保でき
る社会、多様な働き方・生き方が選択できる社会を目指す考え方。（内閣府）
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[基本目標Ⅲ]

5

●子どもの遊び場設置・運営費補助
事業の実施

○設置費補助事業：子どもを育成す
る地域団体が設置する遊び場に対
して、その経費の一部を補助しま
す。
 
○運営費補助事業：地域団体が設
置した子どもの遊び場の運営費の
一部を補助します。

子育て
支援課

子供の遊び場55ヶ所に対し、運営
費の一部補助を実施しました。

a
子どもの遊び場を新設した場合
に、経費の一部を補助します。
運営費の一部を補助します。

6

●地域子育て支援センターの整備・
活動事業

子育て中の親子が気軽に集い、相
互交流や子育て不安・悩みを相談で
きる場を提供し、子育ての不安感等
を緩和し、子どもの健やかな成長を
促進します。

○交流スペース
○子育て講演会
○子育て相談

子育て
支援課

西原保育園内「あうるくらぶ」及びも
みの木保育園旧園舎内「もみの木
ふれあい広場」に業務を委託しまし
た。

1日平均利用者数　　 児童　13名
　　　　　　　　　　　　 　保護者　11名

a
西原保育園及びもみの木保育
園に業務委託し、市内2か所で
センターを開設します。

7

●ファミリーサポートセンター事業の
実施

安心して仕事と育児ができるように、
子育ての援助を受けたい人、援助し
たい人が助け合う地域のネットワー
クをつくり、在宅でお子さんを一時的
に預かります。
　
利用会員　市内に在住・在勤し、生
後3ヶ月～12歳までの乳幼児・児童
を抱える保護者

社会福祉
協議会

①実績
会員数  728名
（利用会員624名、協力会員77名、
両方会員27名）

活動実績　1,270時間
利用件数　1,974件

②協力会員養成講座　12講座
  （25.5時間)

③ファミサポ通信全戸配布

a

安心して仕事と子育ての両立
ができるよう支援をするため、
子育て支援協力会員の養成講
座の開催やファミサポ通信の発
行で協力会員の拡大に努めま
す。

8

●子育て支援事業「うぇるきっず」の
実施

子育て支援の環境づくりに資するこ
とを目的とし、託児などの援助を受
けたい者と援助を行いたい者を組織
して、会員間の相互援助活動を支援
し、臨時的、補助的、突発的な希望
に対しセンターでサービスを行いま
す。

利用会員　市内に在住・在勤するお
おむね生後6ヶ月～12歳までの乳幼
児・児童を抱える保護者

社会福祉
協議会

①利用実績　8,785時間
②活動実績　7,570時間

協力会員定例会 年3回
（内視察研修：東京都台東区）

a

安心して仕事と子育ての両立
ができるよう支援をするため、
子育て支援協力会員の養成講
座の開催やファミサポ通信の発
行で協力会員の拡大に努めま
す。

9

●おもちゃの広場（子育てサロン）の
実施

子育て中の親子が集い、それぞれ
の地域性にあった内容で同じ悩み
や情報交換ができる場所として、各
地区で開設します。

社会福祉
協議会

市内8ヶ所で開催

全115回
参加延人数　1583名

新規開設　１ヶ所
平成27年度3月で終了　１ヶ所

a

地域の子育てサロンから目的
や趣味のあった親子が集まる
サロンの形に変わり、新規立ち
上げサロンや既存サロンへの
情報提供や相談支援を行いま
す。
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[基本目標Ⅲ]

②保育サービスの充実

10

●幼稚園預かり保育推進事業の実
施

下妻市立幼稚園園児のうち保護者
が希望する園児について、幼稚園の
教育時間終了後又は夏休み等の長
期休業中において預かり保育を行
います。

学校教育課

公立幼稚園全園（6園）で実施しまし
た。

毎日約45名

a

下妻市立幼稚園園児のうち保
護者が希望する園児について、
幼稚園の教育時間終了後また
は夏休み等の長期休業中にお
いて預かり保育を行います。

11

●保育の実施

児童福祉法に基づき、保護者の労
働・病気等の理由により、家庭で児
童（0歳～小学校就学前）の保育を
できない場合、保育を実施し（社会
福祉法人の認可保育所への委託含
む）、児童の健全育成を図るととも
に、安心して出産や就労ができる環
境を整えます。

子育て
支援課

市内6園(下妻・きぬ・法泉寺・大宝・
西原・もみの木)で延8,398名、小規
模保育1園（もみの木フレンズ）で延
64名、市外26園で延572名の保育を
実施しました。

a

児童福祉法に基づき、保護者
の労働・病気等の理由により、
家庭で児童（0歳～小学校就学
前）の保育をできない場合、保
育を実施し（社会福祉法人の認
可保育所への委託含む）、児童
の健全育成を図るとともに、安
心して出産や就労ができる環境
を整えます。

12

●延長保育事業の実施

保護者の就労形態の多様化に対応
するため、開所時間11時間を超えて
延長保育をしている認可保育所に
対し、補助を行います。

子育て
支援課

市内民間保育所4園（法泉寺・大
宝・西原・もみの木）において、30分
延長保育を実施し、経費の一部を
補助しました。

a

保護者の就労形態の多様化に
対応するため、開所時間11時
間を超えて延長保育をしている
認可保育所に対し、補助を行い
ます。

13

●一時預かり事業の実施

保護者の疾病、災害、事故、冠婚葬
祭その他これらに類する事由及び
保護者の私的事由により緊急に保
育を必要とする児童に対して、市内
認可保育園において保育サービス
を提供します。

子育て
支援課

市内認可保育園6園において、延べ
471名の受入れを行いました。

a

保護者の疾病、災害、事故、冠
婚葬祭その他これらに類する事
由及び保護者の私的事由によ
り緊急に保育を必要とする児童
に対して、市内認可保育園にお
いて保育サービスを提供しま
す。

14

●子育て支援短期利用事業の実施

児童を養育している家庭の保護者
が疾病その他の理由により、家庭に
おいて児童を養育することが一時的
に困難となった場合又は、経済的な
理由により緊急一時的に保護が必
要となった母子を市内児童養護施
設に保護します。

○短期入所生活援助（ショートステ
イ)事業（土日祝受け入れ可）

子育て
支援課

一時的に児童を養育することが困
難となった場合等に、養育及び保護
を行いましたが、利用実績はありま
せんでした。

b

児童を養育している家庭の保
護者が疾病その他の理由によ
り、家庭において児童を養育す
ることが一時的に困難となった
場合又は、経済的な理由により
緊急一時的に保護が必要と
なった母子を市内児童養護施
設に保護します。

○短期入所生活援助（ショート
ステイ)事業（土日祝受け入れ
可）
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[基本目標Ⅲ]

15

●民間保育所運営費補助事業の実
施

市内民間認可保育所を運営するも
のに対し、運営費の一部を予算の範
囲内で補助し、児童福祉の向上を図
ります。

子育て
支援課

市内民間保育所4園に対し、補助を
実施しました。

a

市内民間認可保育所を運営す
るものに対し、運営費の一部を
予算の範囲内で補助し、児童
福祉の向上を図ります。

16

●放課後児童健全育成事業の実施

小学校1年生から6年生の児童で放
課後、保護者のいない児童を対象に
学校の余裕教室等で指導員を配置
して適切な遊びや生活の場を提供し
ます。

子育て
支援課

市内13クラブ(やはた、第二やは
た、もみの木、いずみ、弘徳保育
園、下妻小第1、下妻小第2、大形
小、宗道小、宗道小第2、騰波ノ江、
プレールアフタースクール、とよっこ
園)で実施しました。

月平均登録児童者数　415名

a

放課後、保護者のいない児童を
対象に学校の余裕教室等で指
導員を配置して適切な遊びや
生活の場を提供します。
市内15クラブで実施します。

③子育て家庭への経済的支援

17

●児童手当の支給

中学校修了前の子どもを養育してい
る方に対して児童手当を支給するこ
とにより、家庭等における生活の安
定と次代の社会を担う児童の健や
かな成長に目的に手当を支給しま
す。

子育て
支援課

中学校終了前の児童を養育してい
る方に支給しました。

H28.3.31現在　実受給者数3,428名
a

中学校終了前の児童を養育し
ている方に対して児童手当を支
給することにより、家庭等にお
ける生活の安定と次代の社会
を担う児童の健やかな成長を
目的に手当を支給します。

18

●チャイルドシートリサイクル事業の
実施

下妻地区交通対策連絡協議会（下
妻市・八千代町）では、6歳未満児の
子どもにも着用が義務付けされてい
るチャイルドシートの再利用促進と
着用率向上のため、使用しなくなっ
たチャイルドシートを再利用し、希望
者に提供します。

消防交通課

お知らせ版やホームページ、フェイ
スブック等により、事業内容やリサ
イクル登録されたチャイルドシート
の画像等を掲載し、利用促進を図り
ました。
　
9件譲渡成立

a

下妻地区交通対策連絡協議会
（下妻市・八千代町）では、6歳
未満の幼児に使用が義務付け
されているチャイルドシートの再
利用促進と着用率向上のた
め、使用しなくなったチャイルド
シートを再利用希望者に提供し
ます。

19

●私立幼稚園就園奨励費補助事業
の実施

市が事業主体となって、私立幼稚園
に在籍する満3歳から5歳の保護者
を対象に、所得状況に応じた保護者
の経済的負担の軽減と公私立幼稚
園間の保護者負担の格差是正を目
的に、幼稚園の入園料及び保育料
を軽減します。

学校教育課

私立幼稚園に就園する満3歳から5
歳の保護者に補助金を支給しまし
た。

平成27年度実績
○対象者　82名
○補助総額　11,032千円

a 継続して実施します。

20

●私立幼稚園保護者負担軽減事業
の実施

私立幼稚園に就園する5歳児をもつ
保護者に対し、負担の軽減と幼児教
育の振興に資することを目的とし、
1,000円/月を補助します。

学校教育課
平成26年度で事業終了
（27年度実施なし）

平成26年度で事業終了
（27年度実施なし）
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[基本目標Ⅲ]

④子育ての相談体制の充実

21

●子育て電話相談事業の実施

家庭児童相談室及び市内認可保育
園において、子育てに関する電話相
談を行います。（随時、無料）

子育て
支援課

家庭相談員・各保育園主任保育士
を中心に実施しました。

b

家庭児童相談室及び市内認可
保育園において、子育てに関す
る電話相談を行います。
（随時、無料）

22

●民生・児童委員による子どもに関
する相談活動の実施

民生・児童委員が子どもに関するこ
とを含めて各種の相談に対応するこ
とにより、地域に根ざした相談・支援
体制の充実を図ります。（随時・無
料）

子育て
支援課

主任児童委員・家庭相談員の連携
により実施しました。

b

民生・児童委員が子どもに関す
ることを含めて各種の相談に対
応することにより、地域に根ざし
た相談・支援体制の充実を図り
ます。
（随時・無料）

23

●家庭児童相談室事業の実施

家庭児童の健全育成を図るため、
家庭児童相談室を設け2名の相談
員を配し、相談・指導業務を行いま
す。

子育て
支援課

家庭児童相談室に2名の相談員を
配置、相談指導業務を実施しまし
た。

相談実人員　215名
延件数　982件

a

家庭児童の健全育成を図るた
め、家庭児童相談室を設け2名
の相談員を配し、相談・指導業
務を行います。

24

●子育てアドバイザー派遣事業の
充実

個々の抱える養育上の諸問題の解
決、軽減を図るために、子育てOB
（経験者）や保健師、助産師、保育
士等で「子育てアドバイザー研修を
修了した者」を特別な子育て支援が
必要な家庭に派遣し、育児、家事等
の援助や育児に関する具体的な技
術指導などの養育支援を行います。

保健
センター

こんにちは赤ちゃん事業や乳幼児
健診・相談、家庭訪問等により、対
応・解決できたため派遣には至りま
せんでした。

b

実施要綱に基づき、派遣が必
要なケースについては子育てア
ドバイザーを派遣し、養育支援
を行います。

25

●子どもの発達支援連絡会の形成

関係機関のネットワークを強化し、
障害のある子、発育・発達、養育環
境に問題がある子やその家族に対
して適切な療育、育児支援が継続し
てなされるよう支援します。

【メンバー】
小児科医、常総保健所、筑西児童
相談所、養護学校、ろう学校、小学
校、保育園、幼稚園、教育委員会、
福祉課、子育て支援課、社会福祉協
議会、保健センター　他

保健
センター

年2回開催（8月と3月）。
市の乳幼児健診の結果や課題、発
達支援体制の紹介。支援を要する
ケースについてはケース検討を実
施し、各関係機関の情報共有や意
見交換を行いました。

a 引き続き年2回実施。
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[基本目標Ⅲ]

基本目標Ⅲ　男女の多様なライフスタイルを可能にする環境の整備

主要課題　２ 雇用の場における均等な機会と待遇の確保

（１）地元企業における就労環境の整備支援と多様な働き方の支援
①地元企業における就労環境の整備支援

26

●下妻市働く婦人の家の管理・運営

男女雇用機会均等法に基づき、働く
女性の福祉の増進を図るため職業
生活等に必要な援助を与え、その地
域におけるこれら女性の福祉に関す
る事業を総合的に行うことを目的と
して設置している働く婦人の家にお
いて、主に、働く女性のための文化
講座の開催や女性のクラブ活動に
場の提供を行います。

商工観光課

文化及び体育講座を開催し、延
1,153名が受講しました。
また、施設の年間利用人員は、
8,861名でした。

b

男女雇用機会均等法に基づ
き、働く女性の福祉の増進を図
るため職業生活等に必要な援
助を与え、その地域におけるこ
れら女性の福祉に関する事業
を総合的に行うことを目的とし
て設置している働く婦人の家に
おいて、主に、働く女性のため
の文化講座の開催や女性のク
ラブ活動に場の提供を行いま
す。

27

●下妻市勤労青少年ホームの管
理・運営

勤労青少年の健全な育成と福祉の
増進を図るために設置している、勤
労青少年ホームにおいて、主に、青
年文化講座の開催や勤労青少年の
クラブ活動に場の提供を行います。

商工観光課

文化及び体育講座を開催し、延
1,022名が受講しました。
また、施設の年間利用人員は、
11,744名でした。

b

勤労青少年の健全な育成と福
祉の増進を図るために設置して
いる勤労青少年ホームにおい
て、主に、青年文化講座の開催
や勤労青少年のクラブ活動に
場の提供を行います。

②多様な働き方の支援

28

●チャレンジ支援の広報等による啓
発

関係機関の発行するチャレンジ支援
のための研修会や講習会の情報を
広報等により提供します。

市民協働課

県が開催する研修会や講習会の情
報をお知らせ版に掲載して、情報を
提供し、意識の啓発を図りました。

お知らせ版掲載回数　3回

b
引き続き、研修会や講習会の
情報を広報紙等に掲載し、意識
の啓発を図ります。

平成28年度事業予定
事業
No.

事業名及び内容 担当課 達成度実施状況

内閣府男女共同参画局パンフレット「ひとりひとりが幸せな社会のために」(平成28年度版)より
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[基本目標Ⅳ]

基本目標Ⅳ　誰もが健やかに安心して暮らせる健康づくりと福祉の充実

主要課題 １ 生涯を通じた男女の健康支援

（１）生涯を通じた男女の健康保持・増進、性差に応じた健康支援
①生涯を通じた男女の健康保持・増進

1

●住民基本健診の実施

生活習慣病予防・改善のための特
定健康診査を市民に実施します。特
定健康診査の結果、メタボリックシン
ドローム予備軍及び該当者となられ
た方には特定保健指導を実施しま
す。また、胸部レントゲン・喀痰・前
立腺がん・肝炎ウイルス検査は、該
当年齢で希望される方に同時実施し
ます。

保健
センター

特定健康診査受診者3,446名、特定
保健指導実人数250名に実施しまし
た。

特定保健指導は、積極的支援63
名、動機づけ支援139名に生活習
慣病予防のための指導を実施しま
した。

胸部レントゲン検査　4,511名
基本健康診査　　　　1,287名
肝炎ウイルス検査　　  339名
胃がん健診　　　　　　1,509名
大腸がん検診　        2,926名
前立腺がん検診　     1,184名
子宮がん検診　        1,599名
乳がん検診　           1,493名

a

生活習慣病予防・改善のため、
特定健康診査を実施します。こ
の結果、メタボリックシンドロー
ム予備軍及び該当者となった方
には、特定保健指導を実施しま
す。
みなさんが利用しやすく、また保
健指導を受け生活習慣改善の
ための行動変容につなげられる
よう、個別指導および集団指導
を実施します。それに該当しない
方にも生活習慣病予防のための
健診結果説明会や相談、教室を
開催しております。また各がん検
診等は、該当年齢の方に受診勧
奨をし、希望者に検診を実施し
ます。

2

●夜間応急診療所の開設

夜間に於ける市民の応急医療を行
うため、土日祝祭日（元日を除く）に
市保健センターにおいて診療しま
す。

保健
センター

診療日数 122日
受診者数　内科 171名
　　　　　　　（うち小児34名）

a

引き続き、夜間に於ける市民の
応急医療を行うため、土日祝祭
日（元日を除く）に市保健セン
ターにおいて診療します。

3

●休日在宅当番医事業の実施

休日に於ける市民の応急医療を行
うため、日祝祭日（元日を除く）に市
内医療機関が当番で診療します。

保健
センター

診療日数　70日
受診者数　1,760名

a

引き続き、休日に於ける市民の
応急医療を行うため、日祝祭日
（元日を除く）に市内医療機関が
当番で診療します。

4

●保健医療サービス等情報提供の
充実

市のホ－ムページや広報紙への掲
載、ポスターの掲示及びパンフレッ
ト、リーフレット、チラシの配布等によ
り、保健医療サービスや保健セン
ター事業等の情報提供を行います。

保健
センター

市のホームページ、広報しもつま、
お知らせ版等への掲載。ポスター
掲示やチラシ配布、ママサポしもつ
までのメール配信等により情報提
供を行いました。

a

引き続き、市のホームページ、
広報しもつま、お知らせ版、フェ
イスブック等への掲載。ポスター
掲示やチラシ配布等により情報
提供を行います。

事業
No.

事業名及び内容 担当課 平成28年度事業予定実施状況 達成度
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[基本目標Ⅳ]

5

●骨粗しょう症検診の実施

25･30･35･40･45･50･55･60･65･70歳
の女性を対象に骨粗しょう症の早期
発見・早期治療を目的に検診を実施
します。また、骨粗しょう症の成り立
ちや予防のための知識を普及し、随
時健康相談を行います。

保健
センター

25･30･35･40･45･50･55･60･65･70
歳の節目の女性を対象に骨粗しょ
う症検診を行いました。

5日間で239名受診

b

25･30･35･40･45･50･55･60･65･
70歳の女性を対象に骨粗しょう
症の早期発見・早期治療を目的
に検診を実施します。また、骨粗
しょう症の成り立ちや予防のた
めの知識を普及し、健康相談や
予防教室を計画しています。

②男女の健康づくり支援

6

●食生活改善推進員の育成

食生活の重要性を認識し、生活習
慣病のための正しい栄養・食生活の
普及及び地域の健康づくり・食育の
普及に積極的に参加し、地域の食
生活改善運動を推進します。

保健
センター

高齢者健康づくり料理講習会、3歳
児健診時のおやつ作り、砂沼フェス
ティバルでの食育普及活動、住民
健診時の伝達活動等健康づくりの
ための食生活改善指導を実施しま
した。
また、県の委託事業として、茨城食
文化伝承事業、親子食育教室、食
育推進事業、生涯骨太クッキング、
ヘルスメイトが繋ぐパートナーシップ
事業等のグループ講習会等を実施
しました。
その他、保健センター事業への協
力、研修会を実施しました。

活動合計   　130 回
参加推進員　延730名
被指導者　　 6,039名

b

食生活の重要性を認識し、地域
の健康づくり、食育の普及活動
に積極的に参加し、地域の食生
活改善運動を促進します。

【保健センター】
生涯学習課、保健センター共同で
実施しました。
エアロビクス、骨盤体操、キックボク
ササイズ、ズンバ等8回×3コース
24回実施し、参加者延595名。

a

【保健センター】
引き続き、生涯学習課と連携し、
日中・夜間の教室を実施し（昼8
回×2コース、夜8回×1コー
ス）、運動習慣のきっかけづくり
と継続を促進する。

【生涯学習課】
保健センターと連携し、運動教室を
開催しました。
教室開催数は、4コースで計31回実
施しました。

【生涯学習課】
保健センターと連携し、運動教
室を開催する予定です。教室開
催数は、4コースで計31回を予定
しています。

8

●健康相談事業の実施

特定健診や各種がん検診の場、電
話や保健センター窓口で随時健康
相談に応じます。

保健
センター

毎月1回健康相談事業として、疾病
や食生活、運動についての講話や
相談などを実施し、12回で延810名
が参加しました。
また、各健診会場での健康相談は
30回で1,323名、健診結果説明会等
で22回299名に実施しました。
その他、随時窓口での相談や電話
での健康相談も実施しています。

a

健診時や各健康教室実施時の
ほか、電話や窓口で随時健康相
談を実施し、健康意識の向上・
健康増進を促します。
今年度も8回×3コースや栄養と
組み合わせた講座を実施しま
す。
毎月1回の健康相談も引き続き
実施します。

7

●運動教室(昼の部・夜の部）の実
施

各自が運動の重要性や具体的な運
動方法を知り、自分に合った運動を
継続し、健康維持・増進、体力の向
上が図れるよう支援することを目的
に実施します。
対象者：おおむね65歳以下

保健
センタ-

生涯学習
課
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[基本目標Ⅳ]

（２）妊娠出産に関する健康支援
①母性保護の環境整備

9

●妊婦・乳児健康診査の実施

妊婦及び乳児の保健管理の向上を
図ることを目的に、妊婦一般健康診
査及び乳児一般健康診査を医療機
関に委託して行います。

保健
センター

【妊婦健診】
医療機関に委託し、14回分公費で
実施。母子健康手帳交付者365名
及び転入された妊婦に受診券を交
付しました。
受診者延4,115名。

【乳児健診】
医療機関に委託し、第1回は3～6か
月、第2回は9～11か月として2回受
診分を公費で実施しました。
第1回受診者 278名
第2回受診者 246名
合計524名で交付件数の61.8％

b

引き続き実施。妊婦に対しては、
妊婦健診の受診、乳幼児には対
象月齢にはきちんと健診を受け
るよう受診勧奨も同時に行い、
受診率向上を目指します。

10

●子宮がん・乳がん検診の実施

子宮がん（20歳以上女性対象）及び
乳がん（30歳以上の女性対象）の早
期発見・早期治療を目的に検診を実
施します。

保健
センター

【子宮がん検診】
集団検診(10日)　877名
医療機関健診　　725名

【乳がん検診】
集団検診(7日)　810名
医療機関健診 　683名

b

がんの早期発見・早期治療を目
的に引き続き実施します。特に
若い女性にも毎年のがん検診受
診の意識が向上するよう受診勧
奨を行います。

11

●マタニティクラス開催

妊婦およびその家族を対象に、安心
して妊娠期を送り児の養育ができる
よう、妊娠、出産および育児等の指
導、助言をするとともに本事業をとお
して母親同士の仲間づくりの支援を
目的として開催します。

保健
センター

9回実施（前期3回、後期6回）
前期は15名、後期は49名が参加し
ました。(うち、妊婦の夫9名・母親等
1名)

後期のマタニティクラスでは、先輩
ママとの交流時間を設け、出産へ
のアドバイスや仲間づくりを図りまし
た。

b
対象者に参加を呼びかけ、引き
続き前期3回、後期6回開催しま
す。

12

●保護者対象の学習講座・相談事
業（子育て講座）の実施

妊娠期の過ごし方や母乳栄養につ
いて、また子どもの健康、育児、しつ
け、親としての心がまえ、乳幼児期
に多い病気やその対応等について
の学習講座を開催し、知識の普及を
図ります。

保健
センター

「ベビーヨガ教室」
1回開催　親子20組40名

「コミュニケーション講座」
1回開催　親子21組42名

「ベビーサイン教室」
1回開催　親子26組52名

「手作りおもちゃ教室」
1回開催　児8名・親5名
　
「こどもの救急講演会」
1回開催　児18名、母親18名
　
「ペアレントトレーニング教室」
5回を2講座開催
育児不安が強い母親、子供への関
わり方・ほめ方のコツを学び、子育
てが楽しめるよう支援する。
実人数11名、延55名

a

引き続き、楽しく子育てができ、
母親の孤立を防ぎ、子育てに必
要な正しい知識を普及できるよ
う、講演会や育児教室を開催し
ます。
また、育児不安の強い母親支援
として、ペアレントレーニングを
今年度より保健センター主体で
実施していきます。

事業名及び内容 担当課
事業
No.

平成28年度事業予定実施状況 達成度
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[基本目標Ⅳ]

②母子の健康増進の環境整備

13

●マタニティクラス開催（再掲）

妊婦およびその家族を対象に、安心
して妊娠期を送り児の養育ができる
よう、妊娠、出産および育児等の指
導、助言をするとともに本事業をとお
して母親同士の仲間づくりの支援を
目的として開催します。

保健
センター 基本目標Ⅳ　事業№11　に掲載 b 基本目標Ⅳ　事業№11　に掲載

14

●保護者対象の学習講座・相談事
業（子育て講座）の実施（再掲）

妊娠期の過ごし方や母乳栄養につ
いて、また子どもの健康、育児、しつ
け、親としての心がまえ、乳幼児期
に多い病気やその対応等について
の学習講座を開催し、知識の普及を
図ります。

保健
センター 基本目標Ⅳ　事業№12　に掲載 a 基本目標Ⅳ　事業№12　に掲載

15

●乳幼児健診・相談・訪問事業の実
施

乳幼児の発育・発達のチェックを行
い病気の早期発見、また食習慣や
むし歯予防などの生活習慣の確立
を図るとともに、育児支援の場として
保護者の育児不安や悩みの相談等
を行います。

保健
センター

【5か月児健診】
受診者319名　受診率93％
　
【1歳6か月児健診】
受診者391名　受診率94.4％
　
【2歳児歯科健診】
受診者341名　受診率91.9％
　
【3歳児健診】
受診者301名　受診率93.8％

a

引き続き、乳幼児健診や相談事
業、家庭訪問等を実施し発育発
達の遅れ、疾病の早期発見に努
めます。
また健診・訪問・相談事業を通し
て、保護者の育児不安解消に努
めます。

16

●妊婦・乳児健康診査の実施（再
掲）

妊婦及び乳児の保健管理の向上を
図ることを目的に、妊婦一般健康診
査及び乳児一般健康診査を医療機
関に委託して行います。

保健
センター 基本目標Ⅳ　事業№9　に掲載 b 基本目標Ⅳ　事業№9　に掲載

17

●各種団体からの依頼の健康教
育・相談事業の実施

幼稚園、保育園、各種団体、関係機
関等からの依頼で健康やしつけ・栄
養等について出向いて講話・相談等
を実施し、知識の普及を図ります。

保健
センター

小学校、幼稚園等より依頼があり、
食育や生活習慣について講話や調
理実習、むし歯予防の講話を実施
しました。
　
保育園1ヵ所　55名
小学校4ヶ所　165名

a
引き続き実施し、食育の普及、
健康増進のための講話や相談
を実施します。
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[基本目標Ⅳ]

18

●就学時の健康教育事業の実施

市内の各小学校の就学時健康診査
を受ける児童の保護者に対し、むし
歯予防および歯の健康づくり、栄養・
生活リズムに対する意識向上を図る
とともに、正しい知識の普及を目的
として実施します。

保健
センター

市内の小学校9校で実施し、保護者
396名に健康教育を実施しました。

a

引き続き実施し、食育の普及、
就学のための基本的な生活習
慣の大切さ、じょうぶなからだ作
りの大切さ等を普及します。

19

●乳幼児の健康についての講演会
の開催

乳幼児の健康や疾病や子どもの健
康管理等について小児科医等の講
演を行い、知識の普及を図ります。

保健
センター

小児の急な病気やケガへの対応や
病院のかかり方、予防接種の受け
方等について、小児科医師による
講演会を実施し、児18名・母親18名
が参加しました。

a
内容等を検討しながら、引き続
き実施します。

20

●小児の応急処置の健康教室の実
施

下妻消防署員や日本赤十字社の指
導員等により、事故防止や子どもの
応急処置について健康教室を開き、
安全な子育て環境を確保します。

保健
センター

乳幼児の起きやすい事故や、その
予防について健診時や訪問時に説
明しました。

指導人数　延1,677名

a
事故防止や応急処置について
の情報を提供するとともに、色々
な教室を隔年実施します。

21

●母子保健推進員の活動の実施

母子保健の向上を図るため、赤ちゃ
ん訪問や乳幼児健診時の協力、遊
びの交流会等の開催を通し、地域の
母子の身近な相談役としてサポート
するとともに、予防接種や乳幼児健
診などの母子保健事業の周知や啓
発活動を行います。

保健
センター

産婦・乳児家庭訪問　73件

乳幼児健診への協力　延69名

子育て講演会・保育協力　20名

遊びの交流会2回実施　41名

特定健康診査時の赤ちゃん抱っこ
サポート　12名

母子保健推進員数　79名

a

母子保健の向上を図るため、乳
幼児健診や母子保健講演会へ
の協力、乳幼児家庭訪問等、母
子保健事業の周知や啓発活動
を実施します。

食育マスコット
シーモちゃん

毎月19日は「食育の日」
合言葉をチェック
してみてね！

っかりあいさつ

う１つやさい料理を

よい心身は笑顔の食卓

いにち食べます朝ごはん

食育の合言葉は し･も･ ･ま

子育てのできる食卓をめざして…
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[基本目標Ⅳ]

③乳幼児の健康支援

22

●ママサロンの開催

生後１歳未満の子とその母親が集
まり、お互いに育児の相談をしたり、
情報交換などを行うことにより、育児
不安の解消を図るとともに、子育て
中の母親の仲間づくりの支援をしま
す。

保健
センター

年9回開催

実人数　児40名、父母39名
延人数　児103名、父母101名

b
引き続き開催し、母親の仲間づく
りを支援します。

23

●パパのための沐浴講座

これから父親になる方をメインとし、
妊婦とその家族を対象に、赤ちゃん
のお風呂の入れ方やオムツの替え
方等の実習を行い、父親の積極的
な育児参加を支援します。

保健
センター

年2回(土曜日)開催

参加者 13組
（父12名・母13名・祖母1名）

a
対象者に参加を呼びかけ、引き
続き父親が参加しやすい土曜日
に開催します。

24

●ぴよぴよ教室の開催

乳幼児に対しての接し方や遊び方を
学ぶとともに、健康、栄養、育児につ
いて相談を行い、子育ての悩みや不
安の解消に努めます。また、母親同
士の仲間づくりの場とします。

【対象者】生後6か月～就園前の児

保健
センター

ぴよぴよ教室とのびのび遊びの広
場を合体させ、対象者も2歳で区切
らず、生後6か月～就園前の児とし
て、年10回開催しました。

参加延人数　乳児80名、母77名
　　　　　　　　 幼児160名、母154名

b

引き続き年10回開催し、子育て
の悩みや不安の解消に努め、母
親同士の仲間づくりを支援しま
す。

25

●のびのび遊びの広場の開催

保育士の協力と指導を基に、遊びを
通して集団性・社会性などを養うこと
を目的として、開催します。また、健
康、栄養、育児について相談を行
い、育児不安の解消に努めると共
に、母親同士の仲間づくりの場とし
ます。

【対象者】
2歳1か月児～就園前の幼児

保健
センター

年2回開催

参加延人数　乳児40名、母40名
　　　　　　　　 幼児82名、母72名

a

のびのび遊びの広場は、ぴよぴ
よ教室の拡大事業とし年間2回
イベントとして大きく開催します。
リズム遊び、読み聞かせ、創作
遊びなど親子で楽しく遊べ、ママ
たちが交流を深められるような
内容で企画し実施します。

26

●パクパク離乳食教室の開催

離乳開始前の母親及び家族を対象
に、離乳食のスムーズな進め方と手
法を学ぶことを目的に開催します。
育児不安の解消にも効果がありま
す。（対象者）第1子の家族。但し、お
しらせ版や予定表にも載せているた
め、希望する方は第2子以降の方も
受講可能です。

保健
センター

前期6回
後期6回開催

参加人数　　乳幼児　延205名
　　　　　　　　保護者　延186名

a

引き続き、それぞれ6回ずつ開
催し、赤ちゃんの月齢・発育段階
に応じた離乳食の進め方、育児
相談を行い、不安の解消に努め
ます。

28



[基本目標Ⅳ]

27

●こんにちは赤ちゃん事業の実施

生後4か月までの乳児がいるすべて
の家庭を訪問し、様々な不安や悩み
を聞き、子育て支援に関する情報提
供等を行うとともに、母子の心身の
状況や養育環境等の把握及び助言
を行い、支援が必要な家庭に対し適
切なサービス提供につなげます。

保健
センター

対象　347人
家庭訪問実施数　347人
実施率　100％

a

引き続き子育ての不安や悩みの
解消のため、予防接種や乳幼児
の発育発達支援のための適切
なサービス提供ができるよう、家
庭訪問活動を実施します。

28

●母親クラブの活動支援

子どもの健全育成のために、母親た
ち（専業主婦等で自宅にて育児をし
ている）が自主的に交流及び地域活
動することを支援します。

子育て
支援課

市内1クラブの活動に対し、事業費
の一部を補助しました。

a
引き続き、活動支援を実施して
いきます。

29

●子育てサークルの育成支援

育児にかかわる不安や悩みについ
て相談ができるよう子ども同士、親
同士の交流の場を設け、仲間づくり
を目的として実施します。

保健
センター

ママサロン、のびのび遊びの広場、
ぴよぴよ教室、キッズクラブ、子育
て講座等の交流の場を設け、ママ
の仲間づくりを支援しました。
また、おもちゃの広場（子育てサロ
ン）や子育て支援センター（あうるく
らぶ）の情報提供も行いました。

b
ママたちの交流の場を設け、仲
間づくりを支援し、子育てサーク
ルの情報提供をしていきます。

内閣府男女共同参画局パンフレット「ひとりひとりが幸せな社会のために」(平成28年度版)より
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[基本目標Ⅳ]

基本目標Ⅳ　誰もが健やかに安心して暮らせる健康づくりと福祉の充実

主要課題　２ 誰もが安心して暮らせる環境の整備

（１）高齢者・障害者が安心して暮らせる環境の整備
①高齢者が安心して暮らせる環境の整備

30

●介護予防等教室の開催（一次予
防・元気高齢者）

高齢者の健康づくり、生きがいづくり
や介護予防等を目的に各種健康運
動教室を開催します。

介護保険課

一時予防教室の開催

○転倒骨折予防教室
　（にこにこ体操教室）
　9教室　88回開催
　延1,454名参加

○シルバーリハビリ体操教室
　30教室　397回開催
　延4,322名参加

○高齢者健康づくり事業
　（シニア元気クラブ）
　27名参加

a

高齢者の健康づくり、生きがい
づくりや介護予防等を目的に各
種健康運動教室を開催します。

○転倒骨折予防教室
　（にこにこ体操教室）

○シルバーリハビリ体操教室

○高齢者健康づくり事業
　（シニア元気クラブ）

31

●介護予防等教室の開催（二次予
防・元気高齢者）

虚弱高齢者が自立した生活を送れ
るよう介護予防として運動機能向上
や栄養改善、口腔機能向上、閉じこ
もり防止を目的として教室を開催し
ます。

介護保険課

二次予防事業対象者に対し、運動
機能向上、栄養改善、口腔機能向
上、閉じこもり防止のための教室
「げんき運動教室」を開催しました。
　
１クール12回（3か月間）×3クール
実施
参加者　実人数29名
　　　　　　　 延275名

a

虚弱高齢者が自立した生活を送
れるよう介護予防として運動機
能向上や栄養改善、口腔機能向
上、閉じこもり防止を目的として
教室を開催します。
火曜日コース、木曜日コースを
設定する（7月から3月）
3ケ月を1クール（3名）とし7班実
施する。

32

●介護教室の開催

高齢社会に向けて、介護の基本的
な知識や技術を習得する教室等を
開催します。

介護保険課

○認知症の方とその家族の方の集
いの場「認知症カフェ（オレンジカ
フェ）」を毎月1回開催。
参加者　要介護者　延19人
　　　　　介護者　　  延34人
　
○介護家族支援教室の開催。
   年4回　53名参加

a
高齢社会に向けて、介護の基本
的な知識や技術を習得する教室
等を開催します。

33

●ひとりぐらし老人等緊急通報シス
テム事業の実施

おおむね65歳以上のひとりぐらしの
方、または65歳未満で心身障害者
手帳1・2級に該当する方でひとりぐ
らしの方を対象に、常時身につける
ペンダント（発信機）を渡します。
緊急時にボタンを押すと、電話回線
を通じて消防署に連絡が行くように
なっています。

介護保険課

対象者に、常時身につけるペンダン
ト（発信機）を渡し、日常生活上の緊
急事態における不安を解消しまし
た。

新規申請者数　１８名

a

おおむね65歳以上のひとりぐら
しの方、または65歳未満で心身
障害者手帳1・2級に該当する方
でひとりぐらしの方を対象に、常
時身につけるペンダント（発信
機）を渡します。
緊急時にボタンを押すと、電話
回線を通じて消防署に連絡が行
くようになっています。

平成28年度事業予定
事業
No.

事業名及び内容 担当課 実施状況 達成度
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[基本目標Ⅳ]

34

●高齢者学級の推進

毎年、市内全部の公民館教室で、概
ね60歳以上の方を対象に高齢者学
級を実施します。

公民館

公民館教室の高齢者学級（8教室）
において、人権教育研修会を含め
各種講座10回を開催しました。
　
受講者数　181名

a

公民館教室の高齢者学級（8教
室）において、人権教育研修会
を含め各種講座10回を開催しま
す。
　
受講予定人数　200名

35

●在宅福祉サービスセンター事業
（あおぞらサービス）の実施

介護保険や障害者自立支援法ある
いは子育て支援の谷間を補う事業と
して、有償による住民の相互援助活
動利用、提供の連絡調整を行いま
す。

社会福祉
協議会

【会員数】
利用会員199名　実利用77名
協力会員120名　実活動40名

利用時間数　3,098時間

主な内容 家事支援、話し相手、通
院介助ほか

会員交流会  3回
協力会員研修会  3回

a

介護保険法の改正等により、介
護保険サービスが受けられなく
なる高齢者の増加が想定される
ことから、事業の周知と協力会
員の増員を行います。

36

●地域包括支援センターの設置

地域ケアの総合的マネジメント機関
として、地域における高齢者の様々
な問題等に対して、相談、支援、援
助等を行います。

介護保険課

高齢者虐待防止ネットワークの代
表者会議および実務者会議や研修
会を開催しました。
高齢者の相談に早期に対応できる
よう、医療、介護保険関係機関との
連携づくりを行いました。

a

地域ケアの総合的マネジメント
機関として、地域における高齢
者の様々な問題に対して、相
談、支援、援助等を行います。

37

●愛の定期便事業の実施

在宅の65歳以上のひとりぐらし高齢
者を訪問して、乳製品等を配布しな
がら、安否確認を行います。

介護保険課

在宅の65歳以上のひとりぐらし高齢
者を訪問し、乳製品等を配布しなが
ら、安否確認を行いました。

利用人数　月平均345名

a

在宅の65歳以上のひとりぐらし
高齢者を訪問して、乳製品等を
配布しながら、安否確認を行い
ます。

38

●ねたきり老人等介護用品購入助
成券の支給

要介護認定を受けており、在宅で3ヶ
月以上常時ねたきり、又は認知症の
状態にあり、おむつ等の介護用品の
使用が必要な要介護者を介護して
いる介護者に、介護者の身体的、精
神的、経済的負担の軽減を図ること
を目的に、介護用品の購入費用の
一部を助成します。
月4,000円

介護保険課

在宅で60歳以上の常時ねたきり、
又は認知症の状態の方で、おむつ
等の介護用品の使用が必要な高齢
者を介護している介護者に、介護者
の身体的、精神的、経済的負担の
軽減を図ることを目的に、介護用品
の購入費用の一部を助成しました。
月4,000円

該当人数　ねたきり老人　115名
　　　　　　　認知症老人　 101名

a

要介護認定を受けており、在宅
で3ヶ月以上常時ねたきり、又は
認知症の状態にあり、おむつ等
の介護用品の使用が必要な要
介護者を介護している介護者
に、介護者の身体的、精神的、
経済的負担の軽減を図ることを
目的に、介護用品の購入費用の
一部を助成します。
月4,000円
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[基本目標Ⅳ]

39

●ねたきり老人等介護慰労金支給
事業の実施

要介護認定を受けており、在宅で3ヶ
月以上常時ねたきり、又は認知症の
状態にある要介護者を介護している
介護者で、下妻市の住民基本台帳
に記載されている方を対象に、介護
者の身体的、精神的、経済的負担
の軽減を図ることを目的に、介護慰
労金（年額3万円）を支給します。

介護保険課

在宅の65歳以上で、継続して3ヶ月
以上常時ねたきり又は認知症の状
態にある高齢者の介護者を対象
に、介護慰労金を年30,000円支給し
ました。

支給人数　ねたきり老人　113名
　　　　　　　認知症老人　　 94名

a

要介護認定を受けており、在宅
で3ヶ月以上常時ねたきり、又は
認知症の状態にある要介護者を
介護している介護者で、下妻市
の住民基本台帳に記載されてい
る方を対象に、介護者の身体
的、精神的、経済的負担の軽減
を図ることを目的に、介護慰労
金（年額3万円）を支給します。

40

●しもつま温泉無料入浴券の配布

しもつま温泉無料入浴券（2枚）を、
80歳以上の高齢者がいる世帯に対
し、民生委員を通して配布します。

介護保険課

しもつま温泉無料入浴券（2枚）を、
80歳以上の高齢者がいる世帯に対
し、民生委員を通して配布しまし
た。

配布世帯数　2,798世帯

a

高齢者等の健康増進及び心身
のリフレッシュを図るため、しも
つま温泉無料入浴券（2枚）を、
80歳以上の高齢者がいる世帯
に対し、民生委員を通して配布
します。

41

●高齢者福祉タクシー利用助成事
業の実施

高齢者の外出促進と閉じこもりを防
止するため、タクシー利用に係る費
用の一部を助成します。

【対象者】
在宅の75歳以上のひとりぐらし及び
高齢者世帯と80歳以上の高齢者で
希望する者

【対象外】
障害者タクシー利用助成事業の利
用者・現に自動車を所有し、運転で
きる者・自動車税及び軽自動車税の
減免を受けている者

介護保険課

高齢者の外出促進と閉じこもりを防
止するため、タクシーの初乗り運賃
を限度とするタクシー料金を助成し
ました。

申請者数　713名

a

高齢者の外出促進と閉じこもり
を防止するため、タクシー利用に
係る費用の一部を助成します。

【対象者】
在宅の75歳以上のひとりぐらし
及び高齢者世帯と80歳以上の
高齢者で希望する者

【対象外】
障害者タクシー利用助成事業の
利用者・現に自動車を所有し、
運転できる者・自動車税及び軽
自動車税の減免を受けている者

42

●運動教室（昼の部・夜の部）の実
施〈再掲〉

各自が運動の重要性や具体的な運
動方法を知り、自分に合った運動を
継続し、健康維持・増進、体力の向
上が図れるよう支援することを目的
に実施します。

対象者　おおむね65歳以下

保健
センター

生涯学習
課

基本目標Ⅳ　事業№７　に掲載 a 基本目標Ⅳ　事業№７　に掲載

○●○外出先でこのマークを見かけたら温かく見守ってください○●○

認知症の方の介護は、他の人から見ると介護をしていることが分かりにくいため、誤解や偏見を持たれて
困っているとの声が、介護家族から多く寄せられました。こうした要望に答え、介護する方が、介護中であ
ることを周囲に理解していただくために、「介護マーク」を作成しました。（茨城県）

○介護していることを周囲にさりげなく知ってもらいたいとき
○駅やサービスエリアなどのトイレで付き添うとき
○男性介護者が女性用下着を購入するとき
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[基本目標Ⅳ]

②障害者が安心して暮らせる環境の整備

43

●すくすく相談の実施

障害及び疾病の早期発見、適切な
療育の指導に務め、児の健全育成、
保護者の育児支援を図るために、乳
幼児健診や相談において、経過観
察が必要な児（発達や発育、ことば
の遅れ等心配のある乳幼児）とその
保護者を対象に総合的な相談を行
います。

保健
センター

発達検査や指導、相談等を臨床心
理士・保健師にて年間18回実施し
ました。

参加人数　実人数　47名
　　　　　　　延人数　73名

a

相談件数は年々増加しているた
め、H28年度より毎月2回、年24
回の相談を実施し、適切な療育
につなげ、母親の育児支援・不
安の解消に努めます。

44

●小児リハビリ教室の実施

心身に障害を持つ児(肢体不自由児
を主とした障害児）とその家族に対し
て、理学療法士の指導により、専門
的な早期療育を図り、保護者同士の
交流、個別相談を行います。
持てる能力の維持向上、精神的安
定を図り、障害児とその家族が安心
して社会生活を送れるように支援し
ます。

保健
センター

発育・発達の確認、機能訓練指導
など、理学療法士・保健師にて年間
6回実施しました。

参加人数　実人数　　5名
　　　　　　　延人数　13名

b

引き続き、年間6回実施。障害児
をもつ親同士の仲間づくりの場、
相談支援の場として実施してい
きます。

45

●障害児保育事業の実施

「特別児童扶養手当の支給対象障
害児」で集団保育が可能な日々通
所できる児童を受け入れている民間
認可保育所に対し、経費の一部を補
助します。

子育て
支援課

障害を持つ園児を受け入れた民間
保育所に対し、経費の一部を補助
を行っています。

大宝保育園　3名

a

「特別児童扶養手当の支給対象
障害児」で集団保育が可能な
日々通所できる児童を受け入れ
ている民間認可保育所に対し、
経費の一部を補助します。

46

●放課後等デイサービス事業の実
施
  (旧名称　児童デイサービス支援事
業）

障害児を授業の終了後または学校
の休業日に、施設に通わせ、生活能
力向上のために必要な訓練、社会と
の交流の促進等の支援を行いま
す。
市では児童福祉法に基づく障害児
通所支援給付費を支給します。

福祉課

制度改正に伴い、平成24年4月から
事業名変更。市内に事業所が１ヶ
所増え、2ヶ所となった。利用者数は
昨年同様だが、利用回数は大幅に
増えている。

利用者数　27名

b

窓口や電話での相談以外にも、
広報紙やホームページで事業の
周知を図り、適正給付に努めま
す。
　
目標利用者数　41名

47

●ホームヘルプ事業の実施

障害児・者が、身体介護、家事補助
等のためのホームヘルプサービスを
利用するときに、障害者総合支援法
に基づく介護給付費を支給します。

福祉課

各サービス事業所と連携して、対象
者のニーズを把握し、給付量を調
整。適正給付に努めました。
　
利用者数　37名

a

窓口や電話での相談以外にも、
広報紙やホームページで事業の
周知を図り、適正給付に努めま
す。
　
目標利用者数　38名
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48

●短期入所支援（ショートステイ）事
業の実施

障害児・者が、介護者の疾病や冠婚
葬祭等の理由により、施設において
一時的な保護を受けるときに、障害
者総合支援法に基づく介護給付費
を支給します。

福祉課

各サービス事業所と連携して、対象
者のニーズを把握し、給付量を調
整。適正給付に努めました。
　
利用者数　19名

a

窓口や電話での相談以外にも、
広報紙やホームページで事業の
周知を図り、適正給付に努めま
す。

目標利用者数　22名

49

●特別児童扶養手当の支給

心身に障害のある20歳未満の児童
の生活に役立てるために、その児童
を家庭で養育している人に支給する
ことにより福祉の増進を図ります。

福祉課

3障害の手帳（身体障害者手帳・療
育手帳・精神障害者保健福祉手
帳）取得時に、支給対象と思われる
方に個別に説明を行いました。
また、広報等を利用して制度の周
知を図りました。
　
受給者数　78名

a

障害者手帳取得時に個別に説
明していく外、広報紙やホーム
ページで事業の周知を図り、適
切に支給していきます。

50

●重度心身障害児童福祉手当の支
給

障害児童の健全な育成を助長する
とともに福祉の増進を図るために、
在宅児童の保護者に対して重度心
身障害児童福祉手当を支給します。

福祉課

特別児童扶養手当の受給をしてい
る方が対象ですので、そちらの支給
が決まった方に別途制度説明をし
ました。
また、広報等を利用して制度の周
知を図りました。
　
受給者数　75名

a

特別児童扶養手当にあわせて
個別に説明していく外、広報紙
やホームページで事業の周知を
図り、適切に支給していきます。

51

●心身障害者扶養共済制度の実施

心身障害者の保護者が毎月一定の
掛け金を納付することで、保護者が
死亡、または心身に著しい障害を有
することとなった場合、心身障害者
に年金を支給します。

福祉課

広報紙やパンフレット等で事業の周
知を図りました。新規加入者はいま
せんでしたが、年金受給者にはこれ
までどおり支給しました。

受給者数　7名

a

引き続き、広報紙やパンフレッ
ト、ホームページで事業の周知
を図り、新規加入者を増やしま
す。

用語解説) 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(障害者差別解消法)とは？

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環として、全ての国民

が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的として、平成25年6月、「障害
を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（いわゆる「障害者差別解消法」）が制定され、平成

28年4月1日から施行されました。(内閣府)
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（２）援助が必要な家庭への支援
①ひとり親家庭への支援

52

●母子・寡婦自立支援事業の受付

高等職業訓練促進給付金等事業に
ついては、平成28年度から実施しま
す。
就職に有利で生活の安定に役立つ
資格を取得するために、養成機関で
1年以上修学する場合に給付金を支
給します。

【対象資格】
看護師、准看護師、介護福祉士、保
育士、理学療法士、作業療法士、歯
科衛生師、美容師、社会福祉士、製
菓衛生師、調理師、その他必要と認
める資格

子育て
支援課

研修会や貸付事業など受付相談等
を市で行い、県につなぎました。

b

母子家庭の自立を目指し、県や
母子寡婦福祉会が主催する自
立支援研修会や各種貸付事業
の相談を受付け、県に取り次ぎ
ます。
高等職業訓練促進給付金等支
給事業については平成28年度
から実施し、事業内容をホーム
ページ等でPRします。

53

●ひとり親家庭等児童学資金の支
給

父又は母を欠く義務教育就学児の
保護者に対し支給し、児童の精神的
動揺をやわらげ、児童の健全育成を
助長し福祉の増進を図ります。

義務教育就学児1名　3,000円/月

子育て
支援課

事業内容を市ホームページ等で
PR、窓口に来所された方に事業の
案内をしました。

  H28.3.31現在
  受給対象世帯数　 364世帯
  実児童数　　　　　 499名

a

父又は母と生計を同じくしていな
いひとり親家庭義務教育就学児
の保護者に対し支給し、就学上
の不安の解消を図り、もって心
身の健全育成及び福祉の増進
を図ります。

義務教育就学児1名につき
3,000円/月

54

●児童扶養手当の支給

父又は母と生計を同じくしていない
18歳の年度末までにある児童を養
育する家庭の生活安定と自立の促
進を図るため手当を支給します。

子育て
支援課

事業内容を市ホームページ等で
PR、窓口に来所された方に事業の
案内をしました。

  H28.3.31現在
  実受給者数　418名

a

父又は母と生計を同じくしていな
い18歳の年度末までにある児童
を養育する家庭の生活安定と自
立の促進を図るため手当を支給
します。

②援助が必要な家庭への支援

55

●国民健康保険出産資金貸付事業
の実施

国民健康保険法第58条の規定によ
る出産育児一時金に関し、その支給
前に必要とする出産に関する費用を
支払うための資金貸付を行います。

保険年金課

被保険者からの事前申請により出
産育児一時金を市が直接医療機関
へ支払う「直接支払い制度」になっ
たことにより、貸付申請はありませ
んでした。

a

国民健康保険法第58条の規定
による出産育児一時金に関し、
その支給前に必要とする出産に
関する費用を支払うための資金
貸付を行います。

56

●医療福祉制度による医療費補助
事業の実施

妊産婦、小児、母子家庭の母子、父
子家庭の父子及び重度心身障害者
等の健康の保持増進、生活の安定
と福祉の向上に寄与するため、その
医療費の一部を助成します。

保険年金課

医療費自己負担金を助成し、小児
（0歳～中学3年）等の健康の維持
及び健全な育成の支援を図りまし
た。
また妊産婦・未就学児を対象にマ
ル福自己負担金及び入院食事療養
費を助成し、医療費の無料化を図り
ました。

a

妊産婦、小児、母子家庭の母
子、父子家庭の父子及び重度心
身障害者等の健康の保持増進、
生活の安定と福祉の向上に寄
与するため、その医療費の一部
を助成します。

事業
No.

実施状況
達成
度

平成28年度事業予定事業名及び内容 担当課
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③多文化共生の推進

57

●多文化共生、外国人への理解と
支援

在住外国人との相互理解を深め、ま
た、生活に必要な各課の業務につ
いて、外国語に翻訳したパンフレット
等を作成します。

全庁

【図書館】
外国の辞書・ガイド・絵本等を蔵書
し、外国の利用者が来ても困らない
ように配架しました。

a
外国の辞書・ガイド・絵本等を蔵
書し、外国の利用者が来ても困
らないように配架します。

【保健センター】
予防接種予診票や母子健康手帳
発行手続き等をスムーズに進める
ために、外国語に翻訳した説明書
を作成しています。

a 引き続き実施していきます。

１　男女の人権の尊重
男女の個人としての尊厳が重んじられること、男女が性別に関わりなく個人として能力を発揮する機会が確保
されること。その他の男女の人権が尊重されること。

2　社会制度・慣行への配慮、多様な生き方の選択
社会における制度又は慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なもの
とするよう配慮されること。

3　政策等への立案及び決定への共同参画
男女が、社会の対等な構成員として、政策の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。

４　家庭生活における活動と他の活動の両立
家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、家庭生活における活動と就業その他の社会のあら
ゆる分野における活動とを両立して行えるようにすること。

５　国際協調
国際協調の下に行われること。

（下妻市男女共同参画推進条例　第３条）
下妻市男女共同参画推進条例に定める5つの基本理念
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